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被災地の遠隔地からのボランティアに対する
コスト意識と活動意向

―防災訓練参加者調査から・そのⅡ―

渡 辺 裕 子

Ⅰ．問 題

２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災におけるボランティア活動の状況は，
阪神・淡路大震災時のそれと比較しながら論じられることが多い。それでは，
どのような点に違いがあるのか。東日本大震災のボランティアにおける問題は
何なのか。

１．阪神・淡路大震災との比較①―ボランティア活動者数の推移
東日本大震災では発生から３ヶ月後にメディアにより，「ボランティア先細

り 東日本大震災３ヶ月で阪神の３分の１」などと報じられたことから１，ボ
ランティア低調論をめぐり様々な見解が表明された（仁平 ２０１２；岡本
２０１３；三谷 ２０１３）。それらは，ボランティア参加者が少なかったとしてその
理由を追求しようとするものと，ボランティアは必ずしも少ないわけではな
かったとするものに，大別できる。
前者の見解としては，第一に，被災地では生活物資が不足しており，自分自

身の食料も宿泊先も確保できないボランティアが現地に押しかけることは，か
えって妨げになるという「ボランティア迷惑論」が，抑制的に作用したためと
するものがあった。第二に，ボランティアの受け入れをする被災地のボラン
ティアセンター自体が被災し，機能不全に陥ったためというものもあった。第
三に，被災地が首都圏の遠隔地にあり，幹線となる交通手段が遮断され，ガソ
リンも不足していたために，移動手段が確保できなかったというものもあった。
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さらに第四として，原子力発電所事故による不安がボランティアを自粛に向か
わせたことなどもあげられた。
一方，後者の見解としては，発表されたボランティア数は各市社会福祉協議

会が設置した災害ボランティアセンター（以下，災害VC）の受け入れ人数だ
けであり，未登録ボランティアがカウントされていなかった点を指摘している。
災害VCを経由しない団体や個人的ネットワーク等による活動などもあり，そ
こには想像以上にボランティアが集まっていたという。とくに震災ボランティ
アの成功モデルとして紹介されることも多い石巻市（中原 ２０１１）では，災害
VCを通さない活動者の人数は災害VCでの登録者数を上回っていた２（新
２０１３：４１）。
その他の見解として，東日本大震災では阪神・淡路大震災に比べて，活動に

不利な条件が重なっていたことは事実であるものの，両震災での活動者数のカ
ウントの方法が異なる以上，人数の比較をすること自体にはあまり意味がない
とするものもある。むしろ，活動者数の増減の推移に注目すべきとしている
（三谷 ２０１３）。
それでは２つの震災において，ボランティア活動者数はどのように推移した

のであろうか。三谷は震災発生から１５ヶ月後までの活動者数の推移の比較を
行っている。阪神・淡路大震災については兵庫県が推計した資料を用いている
が３，それによれば，震災発生１ヶ月後にすでに６０万人，２ヶ月後には累計で
１００万人を超えている。阪神・淡路大震災は関西の大都市圏で発生し，ボラン
ティアの活動地域は被害が大きい神戸市が中心であった。鉄道によるアクセス
が可能であったことが，最大時で１日２万人もの活動者を可能にしたのである。
そして３ヶ月後となる３月末頃から，活動が急速に収束に向かった。

２ 石巻災害復興支援協会の調べによれば，協議会（青年会議所と運動体，NGO
／NPOが設立）でのボランティア数は１５．８万人，災害ボランティアセンターで
の登録者は１１．６万人であった。
３ 所管部署は県民生活部生活文化局生活創造課で，１９９５年１月１７日～２０００年３
月３１日の月次報告である。参加人数は，避難所緊急パトロール隊による実態調
査，各市町村対策本部や活動団体への電話照会などの集計値である（三谷
２０１３）。
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一方，東日本大地震については全国社福祉協議会（以下，全社協）による集
計が用いられているが，発生から１ヶ月では１０万人程度であり，２ヶ月後でも
３０万人程度であった。しかし，震災発生後８ヶ月後（２０１１年１１月）頃まで増え
続けた，と述べている。
東日本大震災では今後もボランティアによる長期の支援が必要といわれてい

る。それでは震災発生８月目以降から今日まで，ボランティア活動者数はどの
ように推移したのであろうか。図１は，震災発生後９ヶ月目となる２０１１年１１月
から最近公表された２０１４年４月（震災後３７ヶ月目）までを，筆者が集計した結
果である。これによれば活動者数は周期的な変動を繰り返しつつ，３段階で減
少している。すなわち，秋から寒さが厳しい冬にかけて減少し，震災の節目で
ある１・２・３周年の３月にやや回復しながらも，減少傾向を示している。
阪神・淡路大震災では震災後１年～５年目まで安定的・継続的な活動が行わ

れていたのと比べ，対照的である。この差は，首都圏・大都市圏からの日帰り
活動が可能であるかという地理的条件の違いが大きいと考えられるであろう。

２．阪神・淡路大震災との比較②―主な活動層
二つの震災では，中心となるボランティアの年齢層の違いも顕著であった。
阪神・淡路大震災については，兵庫県が「避難所におけるボランティア活動

図１ 震災発生後９～３７ヶ月のボランティア活動者数の推移
―阪神・淡路大震災と東日本大震災の比較―

出所：阪神・淡路大震災―兵庫県HP，東日本大震災―全国社会福祉協議会HP
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者調査」を実施している。同調査は１９９５年２月２２日～３月３日に行われ，有効
回答は５９３人（有効回答率４３％）であったが，活動者の年齢層は２０歳代が５０％，
次いで２０歳未満が２３％で，職業別でみると学生が４５％，生徒が１２％であった
（三谷 ２０１３）。
また，朝日新聞社も神戸市などの被災地で働くボランティアを対象に，調査

を実施している。同調査は個別面接方式で３月中旬から下旬にかけて行われた。
回答者は７０９人で，活動者の平均年齢は２６．３歳，学生が６割近くを占めていた
（朝日新聞 １９９５．４．１７）。
避難所での活動者に特定されている兵庫県の調査は，朝日新聞社の調査より

もさらに若い層が多いが，２つの結果からはほぼ同様の傾向がみられる。阪
神・淡路大震災におけるボランティアでは，若者が中心になっていたのである。
一方，東日本大震災の参加者について，全社協の公表する災害VCにおける

登録者数では，年齢層別集計は行っていない。そこで，日本労働政策研究・研
修機構による「第６回勤労生活に関する調査」の結果を示す（郡司 ２０１３）。
同調査では継続的な質問項目以外に，各回にスペシャルトピックスをとりあげ
ている。第６回調査では東日本大震災でのボランティア参加が選ばれた。回答
者は勤労者に限定されているわけではなく，全国２０～７０歳代の男女２，２４６人で
ある。
これによると，被災地でのボランティアの参加率は２．０％，被災地以外では

５．１％，両方の合計は７．０％であった。被災地及び被災地外の合計参加率につい
て年齢別の比較をすると，３０歳代で９．４％，４０歳代では８．５％，５０歳代では
８．２％と，３０～５０歳代が高い。６０歳代になると参加率は４．７％と低下するが，他
方で２０歳代も５．３％と低い。
また，総務省「社会生活基本調査」には，過去１年間の「災害に関係した活

動」が調査項目にある。２０１１年度の調査では，２０１０年１０月２０日から１年間の活
動について尋ねており，ちょうどこの期間に「東日本大震災」が発生している。
他の災害に関する活動も含まれている可能性があるが，前回調査（２００６年度）
の行動者数の３倍に上っていることから（総務省 ２０１３．１．１４），同震災での
活動が多くを占めるものと推察される。
そこで，この結果を参照するとまず，全国民における行動者率（１０歳以上人

口に占める過去１年間に災害ボランティアを行った人の割合）は３．８％である。
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年齢層別にみると，３５―４９歳が５．５～５．６％で最も高い。次いで高いのは５０～５４
歳であるが，５５歳以上は年齢が高くなるほど行動者率は低くなり，６０歳以上で
は全体平均を下回る。若い層では２０―２４歳は３．８％，２５―３０歳は３．７％であり，平
均にほぼ等しい。
このように東日本大震災で活動の主力となっているのは若年層よりも，中年

層である。調査方法の違いはあるものの，２つの震災ではボランティアの年齢
層が著しく異なっていることは確かであろう。

３．本稿の目的と構成
災害VCの整備やボランティア団体への支援金の配分システムが作られるな

ど，阪神・淡路大震災当時と比べてボランティアの活動体制は格段に向上した
にもかかわらず，なぜ，東日本大震災では活動者数が少なく，また減少傾向が
みられるのだろうか。やはり，地理的条件の制約と若年層の不活発が原因とし
て考えられよう。
遠隔地からのボランティアは移動費用面でのコストや，日帰り活動が困難な

ことによる時間的コストなどを要する。それでは，これらの負担をどのように
考えて，行動するのであろうか。また，若年層の参加率が低いのは，交通費や
宿泊費などの負担の重さが，とくに若い層において活動の抑制要因になったた
めであろうか。それとも，現在の若年層は他の年齢層と比べて，ボランティア
活動への参加意欲が低いのだろうか。
このように考えると，東日本大震災におけるボランティアの困難について，

以下の４つの仮説の妥当性を明らかにすることが必要である。
・仮説１―１（地理的条件①）：遠隔地からのボランティアは移動費用（交

通費，宿泊費）が大きい。
・仮説１―２（地理的条件②）：遠隔地からのボランティアは時間費用が大

きい。
・仮説２―１（若年層の不活発）：とくに若い層で移動費用の重さが抑制要

因になる。
・仮説２―２（若年層の不活発）：若年層は他の年齢層と比べて，ボラン

ティア活動への意欲が低い。
本稿では実証的分析を行うが，後述するように，対象としているのは防災訓
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練の参加者である。したがって，実際に負担したコストではなくコスト意識で
あり，実際の行動ではなく活動意向である。したがって，厳密な意味での仮説
の検証とはいえないが，震災ボランティア行動に関する実証研究の機会は極め
て限られている。そのため，このような制約のある条件下であっても，本稿の
分析は意義が大きいと考える。
また今般の大震災に限らず，このような分析を通して，遠隔地のボランティ

アに対してどのような支援の仕組みを整備することが好ましいのかを検討する
ことが，本研究の最終的な目的である。このことは，確実に発生する次の震災
に対して，日本全体でどのように対応すべきであるのかを検討するために必要
な作業である。
続く第Ⅱ節では，遠隔地からのボランティアが取り得る活動の選択肢を示し

た後，本調査の概要，及び本稿で分析する質問項目について述べる。第Ⅲ節で
は，遠隔地の人々が取り得る被災地への望ましい支援方法についての態度を分
析する。支援には直接的なボランティア活動以外に，募金や被災地への旅行な
どもある。これらの選択肢をどの程度望ましいと考えているのかを示し，個人
の態度の構造を探索する。第Ⅳ節では，被災地支援の方法に関する態度の規定
要因を明らかにする。まず，年齢層による違いについて，次いで日常的な地域
活動等との関連を分析する。そして第Ⅲ節・第Ⅳ節の結果をふまえた上で，第
Ⅴ節では遠隔地からの被災地ボランティアに対する補助金の効果を，第Ⅵ節で
は遠隔地住民の被災者支援を促進するための方策について，考察する。

Ⅱ．研究の方法

１．遠隔地のボランティアにおける選択肢
第Ⅲ節以降の分析では，埼玉県飯能市在住のボランティアにおけるいくつか

の被災地支援の選択肢を提示する。そこであらかじめ，それらの支援方法に関
する説明を行うことにしたい。
⑴ 全額自己負担によるボランティア
ボランティアが無償の活動を意味するとすれば，本来は，金銭を受け取るこ

となく，すべて自己負担をした上で参加するのが原則である。震災ボランティ
アでは，被災地までの交通費や宿泊費，活動や安全のための道具の調達，ボラ
ンティア保険代などが必要である。

駿河台経済論集 第２４巻第１号（２０１４）

６



それでは，その費用は一体，いくらぐらいかかるのか。東日本大震災では被
災地までの移動や宿泊施設の確保が困難なことや，働く者の休暇取得への配慮
などから，前日が車中泊で１日活動の「ボランティア・バスパック」が，バス
会社などで多く企画された。関東地方であれば８千円前後の参加費が徴収され
ることが多かった。実際には食料や飲料，活動のための装備等を別途，自分で
調達する必要があるため，費用は１万円を上回る。団体パックではなく，個人
的に現地まで公共交通機関を乗り継いだり，自前で車輌を調達したりすれば，
負担はさらに大きくなる。
また，活動が複数日となっているバスパックもあったが，宿泊先は公民館等

での雑魚寝からホテルでの個室利用まで様々であった。活動日数は土日をはさ
んで３～４日前後のもの，１週間程度のものなどの企画が多かった。公民館等
を利用する場合には１日ボランティアの場合に１泊１，０００円程度を活動日数分
だけ上乗せした金額となる。そのため，１万数千円～２万円程度の参加費にな
る。
しかし，数日程度の活動と被災地での買い物や温泉への立ち寄りなどを含む，

旅行代理店による企画もあった。これらは「ボランティアツーリズム」と称さ
れることもあり，内容も震災ボランティアというべきものから，被災地旅行と
呼んだ方が相応しいものまで幅が広い（依田 ２０１３）。負担額も旅行となれば
３～５万円程度と高額になる。
⑵ 補助金・助成金付きのボランティア活動
震災発生から２ヶ月経過した頃から多く行われるようになったのが，市町村

社会福祉協議会や震災NPO等が企画した「ボランティア・バスパック」であ
る。筆者が埼玉県西部地区の５つの市社会福祉協議会に対してヒヤリング調査
を行ったところ，すべての市で募集を行っており，参加費は無料～２，０００円と
なっていた４。補助金・助成金５（以下，補助金）の出所は市ごとに異なってい
るが，補助金は主にバスの運行費用に充てられ，食料等の調達は自前とされる
場合が多かった。一方，企業や学校などでは社会貢献やボランティア教育の一
環として，社員や学生・生徒を対象に参加者の負担なしで実施したところも少
なくなかった。
社協によるバスパックが，今後の活動への動機づけとなることを意図して，

比較的，震災発生初期に行われたのに対して，震災NPOや財団法人などによ
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る企画は中長期的・継続的な支援が多かった。
⑶ 寄付や物資提供による支援
被災地支援の方法は現地に赴くボランティア活動だけではない。募金や救援

物資の提供などもある。しかし，被災者を対象とする義援金と比べてボラン
ティア団体への支援金の認知度は低く，実際に集められた募金額も少なかった。
筆者らが２０１２年１～２月に埼玉県西部地区５市でボランティアを対象に実施し
た調査では，東日本大震災において義援金として募金した人は全体の９２％，支
援金として募金した人は２４％であった６。この調査では支援金への募金率が比
較的高いといえるが，それは対象者が市社協へのボランティア登録者・団体等
であることによっていると考えられる。

２．調査の概要
以下の分析で使用するデータは，飯能市における「防災訓練参加者調査」に

よって収集されたものである。調査対象者は，首都圏自治体で実施された九都
県市合同防災訓練での，市内小学校区単位の訓練参加者である。訓練日当日
（２０１２年９月２日）に市内全１４小学校の会場で調査票を配布し，その場で回収
を行った。ただし，天候不良により訓練が中止となった学校区や，配布や記入
が十分にできなかった学校区については，２０１２月９月末までの郵送とした。調
査実施主体は筆者らの研究グループ７，並びに，訓練を主催した埼玉県・飯能
市である。有効回答は１，６０９人であった。

４ 入間市，狭山市，飯能市，日高市，所沢市の社会福祉協議会に対するヒヤリ
ング調査を２０１１年８～９月，及び２０１２年１月に渡り行った。それによれば，５
市のボランティア・バスパックの実施回数は１～５回，参加者総数は２０～１０２名
であった。ただし，希望者は募集定員を大きく上回り，抽選が行われていた。
５ 通常は，公的な資金援助は補助金，民間によるものは助成金と呼ばれる（坂
本 ２００６：８９）が，ここでは表現の簡略のため，補助金としている。
６ ２０１１年度駿河台大学特別研究助成を受けて実施したものである。調査結果の
一部は，渡辺（２０１２）に公表されている。
７ 渡辺裕子，南林さえ子を研究者とし，渡辺ゼミ・南林ゼミの３―４年次生が調
査員として参加した。
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３．調査対象者の基本的属性
訓練の参加者は小学校児童の保護者，及び学校区内の自治会会員である。児

童の保護者は大半が母親の参加であったため，３０―４０歳代女性が多かった。こ
れに対して自治会会員は，６０歳代男性が多かった。そのため表１に示した性
別・年齢層別内訳をみると，男性７２１人中では，６０歳代が３９．５％を占めている。
また，女性８６３人中では，３０歳代が３５．２％，４０歳代が３４．４％に集中している。
また本調査対象の男女計の年齢層の分布は，３０歳代が２１．９％，４０歳代が２５．６％，
６０歳代が２５．０％と，若い層と高齢層が多い双曲型の分布となる。
これに対して，２０歳以上の飯能市全体の人口は表１・下段に示すように，高

年齢者ほど多い逆ピラミッド型の分布である。そこで飯能市全体の状況につい
て一般化して言及している第Ⅴ節では，市の母集団の人口分布の縮図となるよ
う，ウェイト付きで分析している。

４．調査の内容
⑴ 調査票の構成
本調査は防災訓練参加者を対象としていることから，先ず，訓練に対する評

価を始めとして，震災時の心配ごと，防災意識・知識を尋ねている。次に将来
の震災を想定して，避難所運営への協力意向や避難所運営のあり方などについ
て尋ねた。さらに，東日本大震災への協力（募金，遠隔地からの震災ボラン
ティアのあり方）などに関する質問を行っている８。また，個人の基本的属性
（年齢・性別・同居家族・職業）や，関連する質問として，日常的な地域活動
への参加も含まれている。

表１ 調査対象者の性別・年齢

２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳以上 無回答 計（人数）

男 ３．１％ ６．４％ １６．０％ １５．８％ ３９．５％ １９．０％ ０．３％ １００．０％（ ７２１）

女 ３．４％ ３５．２％ ３４．４％ ８．２％ １３．４％ ３．８％ １．５％ １００．０％（ ８６３）

無回答 ０．０％ ８．０％ ０．０％ ０．０％ ８．０％ ０．０％ ８４．０％ １００．０％（ ２５）

計 ３．２％ ２１．９％ ２５．６％ １１．５％ ２５．０％ １０．６％ ２．２％ １００．０％（ １，６０９）

飯能市＊ １２．６％ １４．４％ １６．２％ １６．３％ ２０．０％ ２０．４％ ― １００．０％（６８，２４３）

＊：住民基本台帳（２０１３年１月１日現在）

被災地の遠隔地からのボランティアに対するコスト意識と活動意向

９



本稿ではこのうち，東日本大震災への協力に関する質問項目と，関連要因を
分析するために，個人の基本的属性，及び，日常的な地域活動への参加をとり
あげている。
⑵ 分析に用いる主な質問項目
ａ．遠隔地からの望ましい支援方法：本調査の対象は防災訓練参加者であり，

一般市民よりも震災に対する意識が高いと考えられる。とはいえ，被災地ボラ
ンティアの参加経験がある人はそれほど多くないと予想されたため，活動の実
態ではなく活動意向を把握することとした。質問は次の通りである。

「被災地ではまだ支援を必要としています。社会全体で継続的に応援して
いくために，次の①～⑦の行動や仕組みは，一般的にどの程度，望ましい
と考えますか」

そして，①～⑦のそれぞれについて，
「１．望ましい，２．どちらともいえない，３．あまり望ましいとはいえ
ない」のなかから，自分の考えに最も近いものを選ぶように回答を求めた。

ここでは「あなたが活動に参加する場合」を尋ねてはおらず，質問下線部のよ
うなインパーソナルな質問形式となっている。とはいえ，回答者がパーソナル
な活動意向に影響を受けて回答した可能性もある。この点についての考察は，
後に行うこととする。
①～⑦のうち，遠隔地からの支援方法は６種類を示した。活動は埼玉県飯能

市から参加することとして，全額自己負担によるボランティア，補助金付きボ
ランティア，支援金の募金，被災地への旅行について，第Ⅲ節で示すように，
具体的な活動日数，自己負担の額，補助金の額を設定した。また比較のために，
遠隔地からではない，被災三県からのボランティア活動の望ましさについても，
１種類含めた。
ｂ．日常的な地域活動：参加の有無と活動意向を把握した。質問文は次の通

りである。
「あなたは今後，次の地域活動や余暇活動をしたいですか。①～⑤それぞ
れについて，あなたの考えに近いものに○をつけてください」

８ 防災訓練の評価や防災意識については南林（２０１４）で，避難所運営の課題に
ついては渡辺（２０１３）で報告している。
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そして各活動について，
「１．すでにしている，２．したい，３．誘われればする，４．あまりし
たくない」

の選択肢を提示した。ただし，⑤の余暇活動は分析から除外しているため，取
り上げた活動は，①自治会の行事や活動，②地域の清掃や環境活動，③福祉ボ
ランティア，④公民館などでの講座，の４種類である。

Ⅲ．遠隔地からのボランティアとしての望ましい支援方法

１．「望ましい」の比率
表２は支援の内容・自己負担額・補助金額等が異なる７種類の活動について，

「望ましい」とする回答比率が高い順に並べたものである。これによると最も
高いのは，「⑥ボランティア団体への支援金（５２．１％）」である。項目⑥は直接
的な活動ではなく，参加のための時間的コストを必要としないため，多く選択
されたと考えられる。次いで多いのは，「③補助金付きの飯能市からの１日ボ
ランティア（３４．９％）」（以下，②～⑤について「飯能市からの」を省略）であ
る。「①被災三県からの県内被災地での１日ボランティア（３３．０％）」をわずか
ではあるが上回っており，たとえ遠隔地であったとしても，直接参加をするこ
とが高く価値づけられていることがわかる。
ただし，被災地ボランティアが「望ましい」とされるのは，社会的な補助が

あって自分自身の金銭的負担が軽いことが，条件となっている。すなわち，
「⑤補助金付きの１週間ボランティア（３０．１％）」は活動日が１日の項目③と
の差が小さく，比較的高く支持されている。これに対して同内容の活動であっ

表２ 東日本大震災の被災地への「望ましい」支援の方法

支援の内容 仮定する
行為者の負担額

仮定する
補助金額

「望ましい」
の比率

⑥ボランティア団体への支援金
③補助金付きの飯能市からの１日ボランティア
①被災三県からの県内被災地での１日ボランティア
⑤補助金付きの飯能市からの１週間ボランティア
⑦被災地への２泊３日の旅行
②飯能市からの１日ボランティア
④飯能市からの１週間ボランティア

３，０００円
３，０００円
３，０００円
６，０００円
３０，０００円
８，０００円
１６，０００円

―
５，０００円
―

１０，０００円
―
―
―

５２．１％
３４．９％
３３．０％
３０．１％
２７．９％
２２．０％
１６．３％
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ても，全額自己負担となる「②１日ボランティア（２２．０％）」や「④１週間ボ
ランティア（１６．３％）」は，「望ましい」が少なくなる。金銭的には「⑦被災地
への２泊３日の旅行」は自己負担が３万円と最も大きいと仮定されているが，
それでも「望ましい」とする回答は２７．９％であった。補助金なしのボランティ
アよりも好ましいと受けとめられているのである。

２．態度の構造
⑴ 手続き
表２からは，時間的余裕や肉体的な負担以上に，金銭的負担の重さがボラン

ティア参加へのネックとなりそうなことが見てとれる。それでは回答者は被災
地への望ましい支援について，いかなる志向をもっているのであろうか。ここ
では，因子分析を用いて，項目①～⑦について態度の構造の探索を試みた。主
因子法により，固有値が１．０以上の因子を抽出することとし，結果として２因
子が抽出された。さらにその後，因子の解釈のため，バリマックス回転を行っ
た。
⑵ 結果
表３によれば，第１因子の分散が全分散に占める比率は２１．３％であり，項目

③，⑤，⑥において因子負荷量が大きい。これらは支援金と補助金付きのボラ
ンティア活動であり，「募金とそれにもとづく活動システムの望ましさ」の因
子と解釈できる。次に，第２因子の分散が全分散に占める割合は１９．６％であり，
項目②，④，⑦で因子負荷量が大きい。これらは補助金なしのボランティア活
動や被災地への旅行であり，「自己負担による現地訪問への価値づけ」の因子
と解釈できる。
念のため３因子モデルによる因子分析も行ったが，活動期間が１日か１週間

かという，時間的・肉体的な負担の重さを表す因子は抽出されなかった。また，
第３因子はうまく解釈ができなかった。このことより，東日本大震災における
ボランティアの抑制要因としては，仮説１―２の時間費用よりも，仮説１―１の
移動費用のほうがより考慮されることが示唆されている。
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Ⅳ．遠隔地からの支援方法の望ましさへの規定要因

１．基本的属性との関連
第Ⅰ節でいくつかのこれまでになされた調査結果を概観したが，被災地ボラ

ンティアの活動に影響を及ぼす要因として，年齢は基本的なものの１つと考え
られる。そこで図２では男性，図３では女性について，それぞれ年齢層を３区
分し，被災地支援のボランティアの方法として「望ましい」とする平均比率を，

表３ 因子分析による被災地支援活動における支援の望ましさの構造
―主因子法，バリマックス回転後の結果―

支援の内容 第１因子 第２因子

①被災三県からの１日ボランティア
②飯能市からの１日ボランティア
③補助金付きの飯能市からの１日ボランティア
④飯能市からの１週間ボランティア
⑤補助金付きの飯能市からの１週間ボランティア
⑥ボランティア団体への支援金
⑦被災地への２泊３日の旅行

．３３１
．１１１
．８５０
．０４７
．６７２
．４２８
．１０６

．３０５
．７３８

－．０２４
．６９７
．１２１
．１４１
．４１９

全分散に占める各因子分散の比率 ２１．３％ １９．６％

図２ 被災地支援活動に対する「望ましい」の比率
―男性・年齢層別―
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高い項目順に左から右へと並べている。
これによると，「⑥ボランティア団体への支援金」を最も望ましいとする傾

向や，「②全額自己負担の１日ボランティア」及び「④全額自己負担の１週間
ボランティア」をあまり望ましくないとする傾向には，年齢層による違いはな
い。しかしながら，「③補助金付きの１日ボランティア」「被災三県からの県内
被災地での１日ボランティア」「⑤補助金付きの１週間ボランティア」「⑦被災
地への２泊３日の旅行」の選好順については，年齢層による違いがみられる。
「望ましい」とする比率は，男性の「若年層（３０歳代以下）」では「⑤補助金
付きの１週間ボランティア」が３６．５％，「③補助金付きの１日ボランティア」
が３３．３％となっている。体力的にハードな１週間ボランティアは，「中年層（４０
―５０歳代）」「高齢層（６０―７０歳代）」では低くなるなかで，若年層ではむしろ日
帰り活動よりも支持されていることが特徴的である。また，東日本大震災での
実際のボランティアは３０―５０歳代が中心であったが，本調査でも「中年層」で
は「②全額自己負担の１日ボランティア」は２７．１％となっており，「若年層」
の２１．９％，「高齢層」の１８．８％を大きく上回っている。「④全額自己負担の１週
間ボランティア」でも同様の傾向がみられる。
女性については，募金を含め全体としてボランティアを「望ましい」とする

図３ 被災地支援活動に対する「望ましい」の比率
―女性・年齢層別―
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比率が，男性よりも低い。一般的にボランティアの参加率は女性のほうが高い
傾向にあるが，被災地活動はとくに初期段階では，泥出しや運搬などの肉体労
働が多かったためであろう。ただし，「高齢層」では「⑤補助金付きの１日ボ
ランティア」で，４６．４％と突出して高い支持がなされている。これは女性の６０
―７０歳代のみが不就業が７割を超え，相対的に自由時間のある人が多数である
ためと考えられる９。また，「若年層」では「⑦被災地への２泊３日の旅行」の
支持が高いことも特徴である。『レジャー白書（２０１３）』によると，全国の１５―７９
歳の回答者３，３３４人における２０１２年度の国内観光旅行の参加率は，男性が
５１．８％であるのに対して，女性は５９．３％と高かった（余暇創研 ２０１３：４３）。
女性には日頃から旅行の人気が高く，とくに若い層では，旅行も被災地支援の
一選択肢，という発想が取られたのではないだろうか。

２．日常的な地域活動や募金行動
本調査では，来るべき震災時における避難所（地域防災拠点）運営への協力

意向や自助・共助志向には，日常的な地域活動への参加が大きな影響を与えて
いることが，明らかにされている（渡辺 ２０１２）。東日本大震災へのボランティ
ア支援についても，同様の傾向が認められるであろうか。
ここでは地域活動の参加の有無に加えて，さらに，募金行動との関連も分析

することにしたい。募金行動とボランティア行動が互いに代替的であるのか，
相互促進的であるのかは，従来の研究においても関心のある問題であった。一
般的なボランティア行動と寄付行動との関連については，代替的であるという
知見（Bauer et. al.２０１２）と，相互促進的であるという知見（Brown & Lankford
１９９２；Freeman１９９７）の両方がある。データ上では，前者では負の相関，後
者は正の相関と逆になるが，ボランティア活動に参加できない人が代わりに募
金をすることも，ボランティア活動がきっかけとなり募金をすることも考えう
る現象である。
⑴ 手続き
ａ．日常的な地域活動：第Ⅱ節の４で述べたように，各活動についての参加

９ 女性の「若年層」「中年層」では７割がフルタイム，もしくはパートタイムで
就業している。また，男性の「高齢層」でも５割超が就業している。
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の有無，及び今後の活動意向について尋ねているが，活動間の関連を調べてみ
たところ，①自治会の行事や活動と②地域の清掃や環境活動は相関が高かった
（ｒ＝０．６７４）。これらはともに参加していることが多いことから，以下の分析
では両方又はどちらかに参加している人を，「地縁系活動」の参加者とした。
また，③福祉ボランティアは「福祉系活動」，④公民館などでの講座は「社会
教育系活動」とし，３つの参加者グループを抽出した。一方，①～④のいずれ
にも参加していない人を「地域活動不参加」グループとした。
ｂ．募金の支出額：募金額１０では千円以上５千円未満が全体の４０％を占めて

いるものの，一方で，１万円以上も３５％と少なくなかった。以下では「募金１
万円以上」を多額の募金をしたグループとして，分析に加えている。
⑵ 結果
図４は，地域活動に関する４グループ，及び募金額に関する１グループの計

５グループについて，被災地支援のボランティアを「望ましい」と考える比率
を全体平均が高い項目順に左から右へと並べたものである。まず，「地域活動
不参加」グループでは，被災地支援についても極めて消極的であることがわか
る。次に，地域活動の種類別グループの比較ではおおむね，「福祉系活動」＞
「社会教育系活動」＞「地縁系活動」，の順で「望ましい」の比率が高い。と
くに，「⑥ボランティア団体への支援金」や「⑤補助金付きの１週間ボランティ
ア」については「福祉系活動」の参加者では比率が高く，第Ⅲ節の因子分析の
第一因子であった「募金とそれにもとづく活動システムの望ましさ」への高い
志向を持っているといえる。また「社会教育系活動」の参加者では，「⑦被災
地への２泊３日の旅行」の比率が相対的に高く，必ずしも被災地ボランティア
という形にこだわらない支援の方法を支持していることが，示されている。
「募金額１万円以上」のグループは自らの高い寄付行動に示されている通り
に，「⑥ボランティア団体への支援金」を望ましいとする回答も最も高かった。
しかしそれだけではなく，他でも「福祉系活動」の参加者を上回っている項目
が多く，とくに「⑦被災地への２泊３日の旅行」を「望ましい」とする比率が
高かった。

１０ 本調査では，被災者への義援金とボランティアへの支援金の区別を行ってい
ない。
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Ⅴ．ボランティアプログラムへの補助金効果

１．４種類の被災地ボランティアの活動意向の違い
ここでは７種類の被災地支援方法のうち，「②１日ボランティア」「③補助金

付きの１日ボランティア」「④１週間ボランティア」「⑤補助金付きの１週間ボ
ランティア」の４種類のプログラムについて，活動意向にいかなる違いがある
のかをさらに詳細に検討することにしたい。
表２からは一般的に，補助金の導入による「望ましい」の上昇，及び，活動

日数の増加による「望ましい」の減少の傾向が見てとれた。しかし，図２・図
３からは年齢層別・性別によって，望ましさの捉え方に多少違いがあることも
示されている。そこでここでは，基本的属性の違いにも注目しつつ，補助金や
活動日数の望ましさへの影響を分析する。
表４は，項目②，③，④，⑤の４種類の支援方法について「望ましい」と回

答した比率，及び相互の比率の差（②－③，④－⑤，②－④，③－⑤）を，男
女別に「若年層（３０歳代以下）」「中年層（４０―５０歳代）」「高齢層（６０―７０歳代）」

図４ 被災地支援活動に対する「望ましい」の比率
―地域活動の参加，募金との関連―
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の３つの年齢層に分け，計６つの表として示している。また，差を判定するに
は，他の回答カテゴリーも勘案したほうがよいため，望ましい＝１，どちらと
もいえない＝２，望ましくない＝３，とした場合の得点の差の増減を，対応の
ある平均値の差の検定（ｔ検定）により評価した。
⑴ 補助金の影響
補助金によって「望ましい」とする比率が増加するのは，若年層及び中年層

表４ ボランティアプログラムにおける「望ましさ」の比率，及び，補助金導入と
活動日増によるその増減―性別，年齢層別―

男３０歳代以下
補助金
なし

補助金
あり

補助金に
よる上昇

女３０歳代以下
補助金
なし

補助金
あり

補助金に
よる上昇

１日 ボ ラ ン
ティア

２１．９％ ３３．３％ １１．４％＊ １日 ボ ラ ン
ティア

２２．７％ ３２．８％ １０．１％

１週間ボラン
ティア

１５．９％ ３６．５％ ２０．６％＊＊ １週間ボラン
ティア

１９．１％ ３１．４％ １２．３％＊＊

活動日増によ
る減少

６．０％ －３．２％
活動日増によ
る減少

３．６％＊＊ １．４％

男４０―５０歳代
補助金
なし

補助金
あり

補助金に
よる上昇

女４０―５０歳代
補助金
なし

補助金
あり

補助金に
よる上昇

１日 ボ ラ ン
ティア

２７．１％ ３４．４％ ７．３％
１日 ボ ラ ン
ティア

２４．４％ ３３．２％ ８．８％＊＊

１週間ボラン
ティア

１８．８％ ３０．０％ １１．２％＊＊ １週間ボラン
ティア

１７．８％ ３２．５％ １４．７％＊＊

活動日増によ
る減少

８．３％＊ ４．４％
活動日増によ
る減少

６．６％ ０．７％

男６０―７０歳代
補助金
なし

補助金
あり

補助金に
よる上昇

女６０―７０歳代
補助金
なし

補助金
あり

補助金に
よる上昇

１日 ボ ラ ン
ティア

１８．８％ ３５．６％ １６．８％＊＊ １日 ボ ラ ン
ティア

１４．３％ ４６．４％ ３２．１％＊＊

１週間ボラン
ティア

１２．７％ ２８．４％ １５．７％＊＊ １週間ボラン
ティア

６．６％ ２４．８％ １８．２％＊＊

活動日増によ
る減少

６．１％＊＊ ７．２％＊＊ 活動日増によ
る減少

７．７％＊＊ ２１．６％＊＊

＊；１．望ましい＝１，２．どちらともいえない＝２，３．望ましくない＝３，として算出した望
ましさの得点の増減差の検定により，５％の危険率で有意

＊＊；１．望ましい＝１，２．どちらともいえない＝２，３．望ましくない＝３，として算出した望
ましさの得点の増減差の検定により，１％の危険率で有意
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では，１日ボランティアよりも１週間ボランティアである。１週間となると経
済的負担が大きいため，補助金がより効果を発揮すると考えられる。これは，
若年層の男性に顕著である。
しかし高齢層，とくに女性においては，１日ボランティアについても補助金

効果が著しい。「②１日ボランティア」を「望ましい」とする比率は１４．３％と，
性別・年齢層別の６つのグループのなかで最も低いにもかかわらず，「③補助
金付きの１日ボランティア」では４６．４％で逆に最も高く，補助金導入により
３２．１％もの上昇が認められるのである。高齢層ではおそらくは加齢により被災
地に赴いての活動を望ましいとする比率が低下するが，活動が１日という条件
下では，若年層・中年層以上に補助金により「望ましい」とする比率が上昇し
たと考えられる。
⑵ 活動日数の影響
活動日数が長くなることによって一般的に「望ましい」とする比率は減少す

るが，１日ボランティアと１週間ボランティアとの増減の差は，補助金の有無
による増減の差よりも小さい。活動日数が１日から１週間と長期になった場合
に，補助金の有無のいずれの条件下でも活動意向が統計的に有意に低下するの
は，高齢層のみである。これに対して，若年層や中年層では補助金が導入され
れば，活動期間が１週間ボランティアと長期になっても，望ましさは減少しな
い。それどころか男性若年層においては，むしろ長期滞在のボランティアのほ
うが望ましいとさえ受けとめられていたのである。若年層は補助金付きであれ
ば，むしろ他の年齢層と比べて長い日数の被災地ボランティアへの意欲が高い
ことが，示されている。

２．飯能市における補助金付きボランティア導入の効果予測
もし仮に表４で示したような選好に従って被災地ボランティアへの行動がと

られるならば，飯能市ではどの程度の参加人数が見込まれるであろうか。調査
票上の問いでは「社会的な望ましさ」を尋ねていた。しかし，第Ⅳ節の分析の
結果からは，かなりの程度，基本的属性や日常的な行動にもとづく，個人的な
望ましさに沿って回答していると考えられる。
しかし，たとえ個人的な参加意向と解釈できるとしても，さらに実際の行動

との間には，かなりのギャップが予想される。そのため，参加意向と実際の行

被災地の遠隔地からのボランティアに対するコスト意識と活動意向

１９



動とのギャップ１１を，分析上でどのように扱うかを検討する必要がある。
第Ⅰ節の１で示したように，日本労働政策研究・研修機構の調査における東

日本大震災に際しての被災地活動は２．１％，総務省『社会生活基本調査』にお
ける災害ボランティアの参加率は３．８％であった。数値的には参加率は，本調
査における活動意向のほぼ１０分の１の水準である。そこで，表４に示した「望
ましい」の比率を１０分の１にしたものを想定される行動率とし，これに飯能市
の年齢層別・性別の人口を乗じて，活動者数の推計を行った。
図５は，飯能市における４種類のボランティアプログラムへの参加者人数で

ある。補助金導入によって，１日ボランティアの場合には１，３５４人から２，２８１人
となり，１．６８倍の増加が見込まれる。１週間ボランティアの場合には９４４人か
ら１，９１８人となり，２．０３倍の増加が見込まれる。効果は長期滞在型のボラン
ティアの場合により大きい。
また，主な活動層も変化する。１日ボランティアの場合に中心となるのは中

年層であるが，補助金導入により高齢層に移り，とくに高齢女性の著しい増加
が予想される。一方，１週間ボランティアの場合，阪神・淡路大震災のように
「若者が７割」となるわけではないが，高齢層が増加するとともに，若年男性

１１ この違いは，“felt needs”と“expressed needs”のギャップの問題として，
社会福祉政策でもしばしば検討されてきた。ニーズの概念の整理については，
Bradshaw, J．（１９７２）を参照。

図５ 飯能市における被災地ボランティアの活動者数の推計
―補助金の有無による違い―
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の大きな増加が見込まれる。

３．仮説に対する小括
結果を繰り返すことになるが，第Ⅰ節で提示した仮説に対して，ここで暫定

的な結論を述べたい。東日本大震災において参加が困難であった原因は，遠隔
地のボランティアにおける時間費用（仮説１―２）よりも，交通費や宿泊費な
どの移動費用（仮説１―１）によると考えられる。また，若年層が不活発であ
る原因も同様に，昨今の若者は意欲が低いとみる（仮説２―２）よりも，費用
負担の重さが抑制要因となった（仮説２―１）とする解釈が，より妥当と考え
られよう。

Ⅵ．遠隔地住民の参加を促進するための方策

１．ボランティアツーリズムの可能性
本稿では若年層の女性を中心に，ボランティアツーリズムへの支持が相対的

に高いことが示された。そこで被災地旅行の評価が高い下位グループを見出す
ために，さらに「⑦被災地への２泊３日の旅行」についてクロス集計等の分析
を試みた。
渡辺（２０１３）では女性の避難所運営への参加意向は，核家族世帯よりも祖父

母がいる世帯に積極性がみられた。これは，祖父母が子どもの面倒をみてくれ
ることにより，外出が容易になるためと解釈された。そこで始めに，家族形態
を単独世帯，夫婦世帯，核家族世帯，三世代世帯，その他の世帯に分類してみ
たが，特徴はなかった。
一方で，就業状況では興味深い差がみられた。すなわち，被災地旅行を望ま

しいとする比率は，男性では学生を除き就業状態による差はなく，２７．２～
２９．６％であった。しかし，女性のパートタイム・アルバイトは２５．７％，無職は
２７．６％であるのに対して，フルタイムでは３７．９％と高かった。フルタイムの女
性では自分の裁量で自由に使える金銭の多さ，及び，先に述べたような女性の
自由時間の使途としての旅行の選好の高さが，影響していると考えられる。
ボランティアツアーには営利目的のものも少なくなく，問題点もしばしば指

摘される。しかし，若いフルタイム女性，地域での社会教育系の活動者，募金
額１万円以上の者など，遠隔地からの活動者としてターゲットになりうる層が
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存在する。今後の検討の余地があるといえよう。

２．効果的・効率的な補助金プログラム
本稿では活動日数にかかわらず，補助金付きのボランティアプログラムが活

動者数の増加に効果があることが示された。それでは具体的に，どのようなプ
ログラムを実施すべきであろうか。本稿の問いに則して単純化し，１日プログ
ラムと１週間プログラムを比較した場合，どのように評価できるであろうか。
まず，費用対便益を重視するならば１２，１日ボランティアの補助金が５，０００円

であるとすれば，労働の対価は５，０００円を上回ることが，また，１週間ボラン
ティアであれば補助金額の１万円を上回ることが必要である。１日ボランティ
アの実働が１０：００～１６：００のうちの５時間であれば，時給１，０００円程度の働き
を想定すると，５，０００円を上回ることが可能であろう。ただし，天候不良や活
動依頼者と活動希望者のマッチングが成立しないなどの理由で活動が行われな
い場合には，費用が便益よりも大きくなる。
一方，同等の活動の場合に１週間ボランティアでは２日で１万円を超え，さ

らに１週間の場合にはボランティア自身の学習効果も期待される。費用が便益
よりも大きくなるリスクはより少ないであろう。
しかしながら，１日プログラムへの参加は被災者支援への動機づけとなり，

その後，他のプログラムに参加したり，募金への協力につながる可能性もある。
そのような波及効果が期待できるとすれば，比較的気軽に参加できる１日プロ
グラムを震災発生初期に限定して実施することには，意義があるといえよう。

３．支援金システムの確立
ただし，補助金付きの被災地ボランティアプログラムを拡充するためには，

支援金システムの整備や支援金の獲得が不可欠である。本調査では，どのよう
な人が「⑥ボランティア団体への支援金」を望ましいと回答し，協力的な態度
を示したのであろうか。

１２ ボランティア労働の経済的価値の評価については，Brown, E.（１９９９）；山内直
人ほか（２００５）；村上徹也（２００７）；Independent Sector（２０１３）；日本ファンド
レイジング協会編（２０１２），を参照。
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まず，第Ⅳ節の分析からは東日本大震災における「募金額１万円以上」の人
であった。本調査では所得について尋ねる質問項目がないため，このグループ
を高額所得者として捉えることができるのかは直接わからない。しかし，年齢
階級ごとに募金額の平均値を算出したところ，２０歳代から５０歳代までは年齢と
ともに増加するが，６０歳代からは徐々に減少していた。このような分布は一般
的な年齢階級別の所得分布とよく似た形であり，募金はある程度，所得との関
連があると推察される１３。
ただし，本調査での「募金額１万円以上」と「募金額２万円以上」のグルー

プをさらに比較してみたところ，「募金１万円以上」のほうが被災地ボランティ
ア活動を望ましいとする比率が高かった。そのため，所得が高ければ高いほど
募金額が多くなるとはいえない。「募金額１万円以上」は高所得層としてより
も，むしろ被災者への共感力が高い層として捉えるほうが相応しいかもしれな
い。
他に本稿では取り上げなかった質問項目であるが，避難所の運営をNPOや

ボランティアに期待している場合（Ｎ＝２８８）には５９．０％が支援金を望ましい
と考えているのに対して，行政や避難所の指定管理者となる学校に期待してい
る場合（Ｎ＝５２７）には４６．９％と少なく，かなりの差があった。この結果から
は，公的部門に依存せず，民間部門の役割を重視するほど，支援金システムを
支持する者が多くなる，との解釈が可能である。募金をする経済的余裕がある
から募金をするというよりも，NPOなどの非営利民間団体を中心とする「新
しい公共」についての理解が，支援金システムの確立には必要といえよう。

注記：本研究は，２０１２年度科学研究費補助金・基盤研究（Ｃ）「東日本大震災に
おける遠隔地からのボランティアの費用と便益に関する研究」（研究代表者：
渡辺裕子）により実施した成果の一部である。

１３ 募金行動は，所得との相関があるとする知見と，むしろ年齢とともに増加す
るとする知見がある。募金行動については，長谷・山内（２０１３）を参照。
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